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新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書 

 
 当社は、2021 年９月 29 日付「『プライム市場』を選択市場とする市場選択申請書の提出に関す

るお知らせ」のとおり、2022 年４月に移行が予定されている新市場区分について、プライム市場を

選択する方針を決定いたしました。当社は、移行基準日時点（2021 年６月 30 日）において、当該

市場の上場維持基準を充たしていないことから、以下のとおり、新市場区分の上場維持基準の適合

に向けた計画書を作成しましたので、お知らせいたします。 

  

１． 当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

当社の移行基準日時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は、以下のとおりと

なっており、「流通株式時価総額」及び「１日平均売買代金」については基準を充たしておりま

せん。当社は、学校法人や証券会社等に対するシステムサービスを提供しており、中でも、入試

関連システムに関しては大学受験におけるプラットフォームの地位を確立しつつあります。この

ような事業特性を鑑み、機密性の高い情報を取扱うにあたっては、継続したＩＴ基盤整備と事業

投資が不可欠であり、中長期的な企業価値向上のためには、プライム市場への移行を通した企業

信用力の強化及び資金調達力の向上が必須であると考えております。そのため、当社では 2032 年

３月末までに、上場維持基準を充たすための各種取組みをすすめてまいります。 

 

 
株主数

（人） 

流通株式数

（単位） 

流通株式 

時価総額 

（億円） 

流通株式比率

（％） 

１日平均

売買代金

（億円） 

時価総額

（億円） 

当社の状況 

（移行基準日

時点） 

- 30,318 25.0 36.9 - - 

上場維持基準 - 20,000 100.0 35.0 0.2 - 

計画書に 

記載の項目 
-  〇  〇 - 

※当社の適合状況は、東証が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算

出を行ったものです。 

なお、当社は 2020 年 12 月 29 日付にて東京証券取引市場第一部銘柄に指定されましたので、

新市場区分における上場維持基準への適合状況に関する一次判定結果において、１日平均売

買代金は判定対象外であります。そのため、当社の状況（移行基準日時点）の数値は記載し

ておりません。 

 



 

２．上場維持基準の適合に向けた取組みの基本方針、課題及び取組み内容 

添付の「プライム市場 上場維持基準の適合に向けた計画書」に記載のとおりです。 

 

以 上 



プライム市場
上場維持基準の適合に向けた計画書

2021年12⽉29⽇



エグゼクティブサマリー

1

 2021年９⽉29⽇付「『プライム市場』を選択市場とする市場選択申請書の提出に関するお知ら
せ」のとおり、2022年４⽉に移⾏が予定されている新市場区分について、プライム市場を選択
する⽅針を決定いたしました。また、2021年12⽉に「新市場区分の上場維持基準の適合に向け
た計画書」を開⽰し、経過措置の適⽤を受けるとともに、「プライム市場」への移⾏を通して、
当社の持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値向上を⽬指し、基準の充⾜に向けた取組みをすすめ
る旨を表明いたしました。

 最優先課題である適正な市場評価獲得（≒株価の向上）、並びに、中⻑期的な成⻑戦略に応じ
た流動性向上を⽬指し、本計画書に記載する各種取組みを推進します。

 プライム市場上場維持基準を充たすための計画期間を、2032年３⽉末までとします。



目次

１.プライム市場上場維持基準の適合状況

２.上場〜現在までの振返り及び株式市場での課題

３.ＯＤＫグループの⽬指す姿

４.プライム市場上場維持基準の適合に向けた取組み

Appendix①（中期経営計画抜粋）
Appendix②（会社概要）
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１．プライム市場上場維持基準の適合状況



１.プライム市場上場維持基準の適合状況
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当社の移⾏基準⽇（2021年６⽉30⽇）における適合状況は、
「流通株式時価総額」について基準を充たしておりません。

※ 「新市場区分における上場維持基準への適合状況に関する⼀次判定結果について」
（株式会社東京証券取引所より、2021年７⽉９⽇付受領）

基準 プライム市場
上場維持基準 当社の数値※ 適合状況

流通株式数 20,000単位以上 30,318単位 〇
流通株式時価総額 100億円以上 25.0億円 ×
流通株式⽐率 35  ％以上 36.9  ％ 〇
１⽇平均売買代⾦ 0.2億円以上 ー ー



２．上場〜現在までの振返り及び
株式市場での課題



21年３⽉末 21年９⽉末

5,412 ー

752 767

5,512
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２－１.上場〜現在までの振返り

08年３⽉末

売上⾼（百万円） 5,466

株価（円） 336

株主数（名） 2,113

約１倍

取引所統合に端を発した証券⾦融会社の再編影響（旧⼤証⾦グループ収益の剥落）
を乗り越え、東証⼀部へ指定変更。市場評価は上昇基調にあります。
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ヘラクレス（現東証JASDAQ）に上場

東証⼀部へ指定変更

（円）

336円

752円株価
約2.2倍

株主還元施策
20年４⽉︓株主優待制度導⼊
20年６⽉︓議決権⾏使優待制度導⼊
21年１⽉︓株主優待制度拡充（年２回）

東証⼆部へ市場変更
最⾼

1,030円

最低
131円

（百万円）株価（⽇次終値）・売上⾼の推移

約2.2倍

約2.6倍

※売上⾼︓09年３⽉末以前は単体・10年３⽉末以降は連結

12年10⽉︓⽇証⾦と⼤証⾦の
経営統合協議⼊りが報道される

11年３⽉︓東証と⼤証の経営
統合協議⼊りが報道される
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２－２.株式市場での評価に対する課題認識

 同業他社との時価総額⽐較 ※各社の直近期末⽇時点

企業 売上⾼
（百万円）

経常利益率
（％）

時価総額
（百万円）

PER
（倍）

PSR
（倍）

PBR
（倍）

当社
（連結） 5,412 12.8 6,165 13.0 １.1 1.0

A社 約5,500 約10.0 約7,500 約17.0 約1.0 約2.0

B社 約5,000 約７.0 約13,000 約51.0 約2.0 約8.0

C社 約5,500 約11.0 約26,000 約62.0 約4.0 約12.0

これまでの取組みによって上昇基調にあるものの、
同規模程度の同業他社と⽐較すると、
依然として時価総額は低⽔準であり、
”適正な市場評価を獲得できていない状況”
であると考えております。

 株式分布状況（単元数ベース）

※当社︓2021年９⽉30⽇時点
※東証⼀部︓株式会社東京証券取引所「2020年度株式分布状況調査」

株式分布状況は、東証⼀部平均と⽐較して、
外国法⼈等の⽐率が極端に低⽔準であり、
“投資対象となっていない状況”
であると考えております。

（％）

認知度の低さを是正し、
適正な市場評価獲得に努める必要があると考えております。



３．ＯＤＫグループの⽬指す姿
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テクノロジーの発達により、
⼈と組織（企業）や⼈と⼈、⼈とモノが
制約なく、現実と仮想の垣根を越えて有機的
につながる世界

 想像する将来の世界

テクノロジー

 ⽬指す新しい世界観

その世界では、等⾝⼤の情報が
より活⽤されると想像しています。
情報流通が進む中で蓄積されるデータが、
等⾝⼤の⾃分価値として活⽤でき、
⾃分⾃⾝で未来を切り開いていける世界観

今後10年間で、ＯＤＫグループは新しい世界観を実現します。

３－１.想像する将来の世界



３－２.『UCARO®』を軸とした成⻑戦略

60 58 60 60 60 59 59 59 58 58
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2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年

⼤学進学者数の将来推計※（万⼈）

※⽂部科学省⾼等教育局 「2040年を⾒据えた⾼等教育の課題と⽅向性について」

ユーザ数拡⼤
提供サービス充実
外部連携強化

⼤学⼊試のマストハブとなった『UCARO®』をプラットフォームとして育成します。

⼤学横断型「受験ポータルサイト」

2016年のリリースから約５年で、
国内総受験者の約３⼈に2⼈が利⽤

するポータルサイトへ成⻑

現在

 10年間の想定累計獲得ユーザ数

ユーザが様々なサービスへアクセスできるハブ

将来（10年後）

付加価値創造

新たな収益源
の確⽴

7

約600万⼈

約400万⼈
10年間累計

⼤学進学者数の2/3

10年間累計
⼤学進学者数
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コーポレートカラーである橙⾊と藍⾊をベースに、
経営ビジョン・コーポレートメッセージに込めた

私たちＯＤＫソリューションズの想いを形にしました。

ステークホルダーの⼈⽣に寄り添い、
豊かさを社会全体に広げていく様⼦を表しています。

ビジネスを、スマートにつなぐ。

人生の、ストーリーをつむぐ。

Vision（経営ビジョン）
ー ⻑期的に⽬指す姿 ー

ＩＴの⼒で、すべての⼈の⼈⽣に喜びをもたらしたい。
私たちのビジネスは、夢に向かって挑戦する⼈の⼈⽣を、

より素晴らしい⽅向へとリードするソリューションでありたいと願っています。
創業から５０年以上の歴史の中で積み重ねてきたデータと経験で、

お客様のビジネスをスマートにつなぎ、
そして、より豊かな⼈⽣のストーリーをつむいでいきます。

Message（コーポレートメッセージ）
ー 社会に提供する価値 ー

データに、物語を。

Symbol（シンボルビジュアル）

３－３.⻑期的に⽬指す姿



４．プライム市場上場維持基準の適合に向けた
取組み



４－１. 基本⽅針と計画期間

「流通株式時価総額」の構成要素

「流通株式時価総額」＝「株価」×「流通株式数」

【計画期間】
プライム市場上場維持基準を充たすための計画期間を、2032年３⽉末までとします。

【基本⽅針】

適正な市場評価獲得（≒株価の向上）を最優先課題とし、
ＩＲ強化をはじめとした各種取組みを推進します。

併せて、中⻑期的な成⻑戦略に応じた流動性向上施策を実施することによって
流通株式数の増⼤を図り、流通株式時価総額基準の適合を⽬指します。
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４－2.流通株式時価総額基準の達成可能性

10

時期 流通株式⽐率
（％）

PER
（倍）

流通株式時価総額
（億円）

当社
※１

現状 36.9 13.0 25.０
2032年３⽉期

⽬安 40.0〜45.0 25.0〜22.0 100.０
東証⼀部

情報通信業平均
※２

2021年11⽉
実績 ー 26.0 ー

※１︓流通株式⽐率、流通株式時価総額は移⾏基準⽇時点、PERは2021年３⽉期実績
※２︓株式会社東京証券取引所公表の統計資料より数値（連結単純PER）を引⽤

現状、当社の市場での評価は、同規模程度の同業他社と⽐較して低⽔準に留まっており
ますが（P.5参照）、ＩＲ強化や成⻑戦略の推進により、東証⼀部情報通信業平均と
同⽔準のPERに向上させることが可能だと考えております。
併せて、流動性向上施策を実施することにより、流通株式⽐率の向上を図ります。



４－3.主要施策
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 適正な市場評価獲得（≒株価の向上）に向けた施策
項⽬ 施策

①ＩＲ強化  英⽂開⽰の充実
 投資家とのコミュニケーションの充実
 海外投資家向けＩＲの強化
 メディアリレーションの強化
 ESG・SDGs関連施策の開⽰及び推進
 コーポレート・ガバナンスコードへの対応

 成⻑戦略に応じた流動性の向上に向けた施策
項⽬ 施策

②成⻑戦略の推進  将来の事業ポートフォリオの策定
 資源配分⽅針
 次世代サービスの創出
 ⼤規模アライアンスの実現
 M＆A等の継続的な推進

③流動性の向上  エクイティ施策の実施による流通株式数の増⼤



４－４.具体的な取組み内容（①ＩＲ強化）
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■英⽂開⽰の充実
持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値向上を図る観点から、英⽂開⽰の充実をすすめております。
その⼀環として、2021年３⽉期末より、海外投資家に向けた英語での情報開⽰（決算短信・
株主総会招集通知の参考書類）を開始し、当社Webサイトについても英語版を公開しております。

■投資家とのコミュニケーションの充実、海外投資家向けＩＲの強化
投資家向け決算説明会を継続的に開催し、事業・業績の説明に留まらず、当社の持続的な成⻑を
⽬的とした対話を推進します。加えて、国内に限らず、海外投資家との対話も検討してまいります。

■メディアリレーションの強化
市場との接点拡⼤を⽬的にメディアリレーションを強化し、様々な媒体を⽤いた情報発信を継続的に
⾏うことで、より多くの投資家の⽅に当社のことを知っていただく機会を提供します。

 適正な市場評価獲得（≒株価の向上）に向けた施策
①ＩＲ強化

段階的なＩＲ強化により幅広い投資家からの認知度向上を図り、適正な市場評価獲得を⽬指します。

 国内外の機関投資家・アナリストへの
ダイレクトアプローチによる新規リレーション獲得

 メディアリレーションの形成、露出向上
 Webサイトの英⽂情報拡充、組織体制の整備
 SDGs・ESGの取組みの検討・公開

 新規リレーションを獲得した投資家との関係深耕
（1on1MTG・テレカンファレンス・機関投資家向け説明会の充実、

個⼈投資家向け説明会等の開催）
 ⾮財務情報（アニュアルレポートや統合報告書等）の開⽰

短期・中期施策
（認知度向上）

⻑期施策
（関係深耕）



４－４.具体的な取組み内容（①ＩＲ強化）
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 適正な市場評価獲得（≒株価の向上）に向けた施策
①ＩＲ強化

■ESG・SDGs関連施策の開⽰及び推進
経済的価値と社会的価値の創造に向け、現在の取組み状況を整理し、同業他社と同⽔準かつ適切な
開⽰を⽬指します。
今後は、成⻑戦略を踏まえ、SDGｓの17の⽬標のうち、当社事業に特に関連の深い優先課題
（⽬標）を設定し、関連施策を積極的に推進します。

当社のSDGs⽬標 当社の取組み ESG

現在の取組み 受験ポータルサイト『UCAROⓇ』や、学校法⼈向け『UCAROⓇ出
願（Web出願システム）』の提供を通じた脱炭素社会の実現 E

将来の
優先課題

（検討中）

M＆Aやアライアンスを通じた雇⽤の創出、中⼩企業の成⻑⽀援/
『UCAROⓇ』データビジネス実現による個⼈の⽀援 S

『主体性評価ＡＩエンジン』、『⼊試・リメディアルソリューショ
ンサービス』等の教育関連新規事業や『UCAROⓇ』データビジネ
ス実現による個⼈の⽀援

S

『Watch21』をはじめとした、⾦融機関向けサービスの拡充 S



４－４.具体的な取組み内容（①ＩＲ強化）
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■コーポレート・ガバナンスコードへの対応
2021年６⽉に改訂された「コーポレートガバナンス・コード」のうち、プライム市場へ個別の
定めがあり、現時点でコンプライできていない以下の原則を中⼼に、実施に向けて取組みます。
※詳細は「コーポレート・ガバナンスに関する報告書（2021年12⽉29⽇開⽰）」をご参照ください。

項⽬ 原則 要旨 現状・今後の⽅針

取締役会の機能発揮 補充原則
4‐10①

指名委員会・報酬委員会構成員の過半数を独
⽴社外取締役とすることを基本とし、その委
員会構成の独⽴性に関する考え⽅・権限・役
割等を開⽰すべき

指名委員会・報酬委員会を2022年１⽉〜３
⽉頃に設置予定

サステナビリティ 補充原則
３‐１③

気候変動に係るTCFDと同等の開⽰の質と量の
充実を進めるべき

現在の取組みと将来の優先課題（検討中）の
内容を開⽰（前⾴参照）

株主総会関係 補充原則
１‐２④

機関投資家向けに議決権電⼦⾏使プラット
フォームを利⽤可能とすべき

2021年６⽉開催の定時株主総会において⼀
般株主向け議決権電⼦⾏使を導⼊済
2022年６⽉開催予定の定時株主総会におい
て機関投資家向けを導⼊予定

 適正な市場評価獲得（≒株価の向上）に向けた施策
①ＩＲ強化



４－４.具体的な取組み内容（②成⻑戦略の推進）
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■将来の事業ポートフォリオの策定
コアコンピタンス（機密性の⾼い⼤量のデータ処理）や⻑期的に⽬指す姿（データに、物語を。）
を軸に、10年後を⾒据えた事業ポートフォリオを策定いたしました。

 成⻑戦略に応じた流動性の向上に向けた施策
②成⻑戦略の推進

将来の
新規事業領域

候補

機密性の⾼い
⼤量データ

処理

WEB出願

UCAROⓇ

⼊試BPO
SENS21

Watch21

マイナン
バー

ほふり
システム

臨床検査
システム PottosⓇ

Zendesk
Ⓡ

電⼦
カルテ

IFA
システム

SES （株）
エフプラス

（株）
ECS

教育 証券・
⾦融

医療 その他

EdTech×FinTech

既存事業の
収益拡⼤を優先

リカレント
教育※

総合型選抜
⽀援

eポート
フォリオ

⾦融
メディア

ファンベース※
構築⽀援

タレント管理 ⼈材
マッチング

アルムナイ
サービス※

⾦融プラット
フォーム

ウェルス
マネジメント

医療ICT SaaS

SNSMOOC※

※MOOC︓⼤規模公開オンライン講座。修了条件を満たすと修了証が取得できる。
※リカレント教育︓⽣涯にわたって教育と就労を繰り返す教育制度。学び直し。
※アルムナイサービス︓企業や団体のOB・OGを組織化し、活⽤するサービス。
※ファンベース︓ファンを基盤にして経営やマーケティングを⾏う考え⽅。



４－４.具体的な取組み内容（②成⻑戦略の推進）
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将来の事業ポートフォリオ実現に向け、財務基盤の健全性は最低限維持しつつ、
持続的成⻑に必要な戦略的投資を実⾏します。

■資本配分⽅針

原資

利益剰余⾦

将来営業ＣＦ

外部資⾦

投資戦略

次世代サービス創出やＭ＆Ａ等に、100億円規模の投資枠

１.データビジネスを中⼼とした次世代サービス創出に関連する投資
２.既存事業の収益性改善に資する投資

安定配当の堅持、株主還元施策の維持

株主還元

数値⽬標

投下資本利益率（ROIC）７%以上を⽬標値とした
新規投資及び収益性改善 財務戦略

 成⻑戦略に応じた流動性の向上に向けた施策
②成⻑戦略の推進

※2021年３⽉期実績︓7.6%

※現在の取組みは、P.25に記載



４－４.具体的な取組み内容（②成⻑戦略の推進）
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将来の事業ポートフォリオに基づき、既存事業の収益拡⼤に加え、下記領域での新規事業の確⽴
及び収益拡⼤を⽬指します。
これまで主⼒としてきたBtoBビジネスモデル（SI・BPO)に加え、市場からの成⻑期待の獲得が
期待できるBtoBtoCビジネスモデルの強化及びBtoCビジネスモデルへの拡張を図ります。

■次世代サービスの創出

 成⻑戦略に応じた流動性の向上に向けた施策
②成⻑戦略の推進

“個⼈の⼈⽣に寄り添ったサポート”の実現

 キャリア形成（総合型選抜⽀援、eポートフォリオ、タレント管理、⼈材マッチング、MOOC、
リカレント教育等）
現在の『UCARO®』ユーザである学⽣はもちろんのこと、社会⼈等の学び直しを含む、
すべての⼈のキャリア形成を⽀援します。

 資産管理・資産形成（ウェルスマネジメント、⾦融メディア、⾦融プラットフォーム等）
すべての⼈が、⾦融サービスに関する公平な情報にアクセスできる機会を提供します。

また、実現するための⼿段として、SNSやソフトウェア（アルムナイサービス、
ファンベース構築⽀援等）の提供を通じて、各領域でのコミュニティづくりを推進します。

加えて、これらの事業を通じて、地⽅創⽣・地域活性化への貢献を⽬指します。



４－４.具体的な取組み内容（②成⻑戦略の推進）
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■⼤規模アライアンスの実現
新規事業の早期実現、既存事業・新規事業の収益拡⼤、市場からの成⻑期待獲得のため、
各領域のリードカンパニーとのアライアンス実現を⽬指します。
特に、データビジネスの実現に向け、データ量・種類の拡⼤を早期に実現するパートナーの開拓や
既存アライアンス先との関係性の深化を⽬指します。

■M＆A等の継続的な推進
グループ全体での企業価値向上に向け、M＆A等の事業再編施策を積極的に推進します。
特に、データビジネスの実現において、グループ内で担うべきコア機能と、外部調達によって早期
に実現すべき機能を適切に⾒極め、コア機能については、ＯＤＫグループ内で具体化します。

 成⻑戦略に応じた流動性の向上に向けた施策
②成⻑戦略の推進

時期 取組み内容
2019年 ネクストステージ戦略室（現 経営戦略室）新設
2020年 組織変更・体制強化
2021年 株式会社ポトス設⽴、株式会社ECS⼦会社化

【直近の取組み実績】
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中⻑期的な成⻑戦略に応じたエクイティ施策を実施し、
流通株式数の増⼤を図り、当社株式の流動性向上を⽬指します。

直近３か⽉（2021年９⽉〜11⽉）の当社の１⽇平均売買代⾦は、下記のとおりであり、
プライム市場上場維持基準を充たしていないことから、流動性の向上を図る必要があります。

基準 プライム市場
上場維持基準 当社の数値※ 適合状況

１⽇平均売買代⾦ 0.2億円以上 0.07億円 ×
※ 2021年９⽉１⽇から11⽉30⽇までの３か⽉間の東京証券取引所の売買⽴会における

⽇々の終値に出来⾼を乗じたものを平均して算出

４－４.具体的な取組み内容（③流動性の向上）

 成⻑戦略に応じた流動性の向上に向けた施策
③流動性の向上



Appendix①
（2022年３⽉期〜2024年３⽉期 中期経営計画抜粋）



基本⽅針及び戦略・重点課題（グループ戦略）
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グループ全体での成⻑に向けた経営基盤の確⽴

基本戦略基本戦略

ＯＤＫグループ経営元年

基本⽅針基本⽅針

重点課題重点課題

１ グループ内各事業の
収益⼒最⼤化 2 グループ全体での

事業ポートフォリオ設計 3 グループガバナンス構築



業績⽬標（連結）
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売上⾼ 8,000
百万円 百万円

経常利益 800 配当 年10円
の安定配当を堅持

経常利益推移

業績推移（百万円） （百万円）

（百万円） （％）

◇売上⾼・経常利益とも
過去最⾼額の更新を⽬指す

◇アライアンスやＭ＆Ａを
活⽤し、新たな業務を創出

◇既存業務については、
収益⼒アップを⾏う
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基本⽅針及び戦略・重点課題（単体）
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保有するデータ量・種類の拡⼤

基本戦略基本戦略

データビジネスによる新たな価値の創造

基本⽅針基本⽅針

重点課題重点課題

１ アライアンス・M＆Aの推進 2 各事業領域における
提供サービスの拡充 3 事業横断サービスの開発



Appendix②
（会社概要）
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□ 会 社 名 株式会社ＯＤＫソリューションズ（ ODK Solutions Company,Ltd.）

□ 本 社 及 び 拠 点
【 本 社 】 ⼤阪市中央区道修町⼀丁⽬６番７号
【 東 京 ⽀ 店】 東京都中央区新川⼀丁⽬28番25号
【 五 反 ⽥オフィス】 東京都品川区⻄五反⽥⼆丁⽬11番８号

□ 代 表 者 代表取締役社⻑ 勝根 秀和

□ 設 ⽴ 1963年４⽉ ⼤阪電⼦計算株式会社設⽴
2006年９⽉ 株式会社ＯＤＫソリューションズに商号変更

□ 資 本 ⾦ ６億3,720万円（2021年９⽉30⽇現在）

□ 事 業 内 容
情報処理アウトソーシングサービス
ソフトウェアの開発及び販売
情報提供サービス

□ セ キ ュ リ テ ィ 対 応 2001年10⽉「プライバシーマーク認定」取得
2003年２⽉「ISMS認証」取得

□ 従 業 員 数 154⼈（2021年９⽉30⽇現在）

□ 連 結 ⼦ 会 社 ２社（株式会社エフプラス、株式会社ＥＣＳ）
⼤阪本社

ＯＤＫは、機密性の⾼い⼤量データ処理に強みを持つ、ＩＴ企業です

会社概要
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業務別売上⾼構成⽐（単体）

（2021年３⽉期）

■教育関連サービス（教育業務）
■⾦融関連サービス（証券・ほふり業務）
■医療関連サービス/カスタマーサクセス・

カスタマーサポート関連サービス（⼀般業務）

システム運⽤を主体とする、⻑期的・安定的なビジネスモデル

連結⼦会社

㈱ エフプラス

⾦融機関向けシステム、
総合教育関連企業向け

システムの開発・保守・
運⽤事業等

67.5%

19.3%

13.2%

学校法⼈等 証券会社等 ⼀般事業法⼈

教育関連サービス
（教育業務）

⾦融関連サービス
（証券・ほふり業務）

模擬試験向け
ソリューション

カスタマーサクセス・
カスタマーサポート
関連サービス

⼊試向け
ソリューション

マイナンバー
ソリューション

証券取引
ソリューション

カスタマーサクセス
ソリューション

カスタマーサポート
ソリューション

医療関連サービス
（⼀般業務）

メディカル
ソリューション

（⼀般業務）

システム開発及び
保守管理、SES並びに
ＩＴ技術者派遣事業等

㈱ＥＣＳ

事業系統図



基準⽇ 保有株式数 継続保有期間 優待内容

９⽉末
３⽉末

１単元（100株）
以上

３年未満 500円相当のクオカード
３年以上 1,000円相当のクオカード

優待内容

500円相当のクオカード（※）

【株主優待の内容】 【議決権⾏使株主優待の内容】

※議案の賛否に関わらず、
議決権を有効に⾏使していただいた株主様に贈呈。

株主還元施策⽅針・取組み実績
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 配当政策
株主への安定的かつ継続的な利益還元を念頭に、経営体質強化に必要な内部留保を確保しつつ、
年10円の安定的な配当を実施していくことを基本⽅針としております。

 株主優待
当社の事業に対する理解を深めていただき、また、当社株式への投資の魅⼒を⾼めることで、
中⻑期的に保有していただくことを⽬的とし、株主優待制度を導⼊しております。

実績 2017年３⽉期 2018年３⽉期 2019年３⽉期 2020年３⽉期 2021年３⽉期
１株当たり配当（円） 10 10 10 10 10

【株主優待の内容】
実施時期 内容

2020年４⽉ 株主優待制度導⼊
2020年６⽉ 議決権⾏使株主優待制度導⼊
2021年１⽉ 株主優待制度拡充（年１回から年２回へ）



■ＯＤＫホームページ
当社の「今」をお伝えし、ご理解を深めていただくため、
最新情報を様々なかたちで発信しております。

■その他のコミュニケーション活動

https://www.odk.co.jp/ir/ir14.html

●ＩＲ情報メール
ＯＤＫfacebookページやホームページと連動し、情報掲載のアナウンスに加え、
当社業務の紹介や現況について配信しております。

●ＯＤＫ Ｍｏｖｉｅ
当社の沿⾰や業務についてご紹介しております。

https://www.youtube.com/watch?v=NbQ
KzEtrWjM&feature=youtu.be

経営理念や経営ビジョン
等、当社のあるべき姿、
⽬指すべき⽅向性につい
て記載しております。

●ＯＤＫfacebookページ
当社の情報をリアルタイムでより多くの⽅々へお伝えするために
プレスリリースをはじめとした各種情報を掲載しております。

https://www.facebook.com/odksolutions

最新のＩＲ情報等を
お知らせいたします。

●ＯＤＫ VISION

当社の情報発信
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〒541-0045 ⼤阪市中央区道修町⼀丁⽬６番７号
TEL．06-6202-3700
FAX．06-6202-0445

URL． https://www.odk.co.jp
担当︓経営戦略室

• 常に技術の向上を図り、優れたサービスを提供し、顧客のさらなる信頼を得る

• 先を⾒据えたグローバルな視野で、未来を創造する

• 働く喜び・⽣きがいを感じられる、魅⼒ある会社⽣活を実現する

経営基本⽅針

株式会社ＯＤＫソリューションズ

経営理念

JASDAQ上場
【3839】
東証⼀部上場
【3839】




